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教育関連について 

○スマホ・携帯電話のフィルタリング 

（学校教育部長 答弁） 

子どもが有害サイトやオンラインゲ－ムに接続することによるトラブルから守るために、フィルタリングをか

けることは有効であると考えている。そのためには、フィルタリングについては、児童生徒や保護者の意識を

啓発していくことが重要であるととらえている。各学校では、授業でネットトラブルや情報モラルに関して指導

するとともに、埼玉県警察本部による「非行防止教室」や、電話会社との連携による「ケ－タイ安全教室」

などを開催し、正しい知識を子どもが身につける機会を設けている。また、保護者に対しては、埼玉県教育

委員会から３月に発行された「フィルタリングに関する啓発リ－フレット」を配布したところである。上尾市生

徒指導推進協議会では、「青少年健全育成地域の集い」において、全日本Ｗｅｂ(ウェブ)カウンセリング協

議会の方を講師に招き、携帯電話等の危険性やフィルタリングの重要性について、啓発する講演会を開

催した。また、上尾市ＰＴＡ連合会においても、埼玉県ネットアドバイザ－の方を講師に、携帯電話の危険

性と保護者の役割について、校長やＰＴＡ会長対象の研修会を開催した。今後も、子どもたちを有害情報

から守るため、啓発活動を推進していく。 

 

○話すこと、聞くこと、大人との関わり 

（学校教育部長 答弁） 

深山議員さん指摘のように、声に出して自分の気持ちを相手に伝えたり、相手の話に耳を傾けたりするこ

とは、周囲の人とよりよい関係を築くために、大変重要であると考えている。上尾市では、子どもたちの人間

関係が豊かなものとなるよう言語の役割を踏まえた言語活動の充実を図っている。例えば、授業においては、

自分の考えや思いを話すとともに、相手の考えや思いを聞き、お互いを理解し、尊重していくという言語活動

を意図的・計画的に行い、また、地域や保護者の方をゲストティ－チャ－として招き、大人の方たちと多くの

ふれあいをもつ取組も行っている。教育委員会としては、児童生徒が、様々な人々とのふれあいをとおし、

豊かな感性や情緒を育み、思いや考えを伝え合うことができるよう、各学校を支援していきたい。 

 

○小・中学校の運動会実施時期（１学期にしてはどうか） 

（学校教育部長 答弁） 

平成２５年度の小・中学校別の運動会実施時期の状況についてであるが、春に実施した学校は、小学校

５校、中学校１校、秋に実施予定の学校は、小学校１７校、中学校１０校となっている。学校では、年度初め

の４月・５月は、１年間の学校生活の基盤づくりに重要な時期である。運動会は「スポ－ツの秋」と言われる

ように、従来、秋に実施され、１学期の学校生活で身につけた力を２学期に学習の成果として発表している。

春に実施した学校では、耐震工事や校舎改築等の関係で変更した経緯がある。なお、運動会の実施にあ

たっては、各学校の実情や実態に応じて検討し、決定している。深山議員さんが懸念されている熱中症につ

いては、各学校とも熱中症にならないよう万全を期して運動会の実施を進めているので、理解をいただくよう

お願いする。  
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【再質問】話すこと、聞くこと、大人との関わり 

（学校教育部長 答弁） 

言語活動の充実を図る取組の成果としては、子どもたちが、言葉によるコミュニケ－ションを意識するよう

になり、人間関係が豊かなものになっているかということが挙げられる。各授業においては、理由や根拠を述

べる発表の仕方等を身に付け、自分の考えや気持ちを相手に伝え合う大切さを学んでいるところである。ま

た、各学校では、地域の方と一緒にあいさつ運動を行っており、自ら進んであいさつをする児童生徒が増え

ている。さらに、地域の運動会や伝統芸能等の行事にボランティアとして参加することで、ものごとに対する

姿勢が積極的なものへと変容してきている。
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◆長沢 純 議員 

１ 子ども達の安心・安全を進めるために   

 (１) 通学路安全対策の１年間の取組について 

① 昨年６月議会から上尾市教育委員会として、通学路安全対策について、どのように取組をさ

れたか、また、予算化に至った経緯について 

② 平成２４年に要望された市ＰＴＡ連合会からの要望に対する進捗について 

③ 昨年度からの通学路安全対策予算の変動について 

④ 部門間の横断的な取組結果について 

(２) 児童生徒の安全教育 

① ＰＴＡが作成した通学路安全マップの活用について 

② 登下校時の交通安全について 

(３) 今後の通学路安全対策の取組について 

① 通学路安全対策予算の今後について 

通学路安全対策の１年間の取組について 

○昨年６月議会から上尾市教育委員会として、通学路安全対策について、どのように取組をされ
たか、また、予算化に至った経緯について 

（学校教育部長 答弁） 

昨年４月の亀岡市や館山市での児童の死亡事故を受け、教育委員会としては、関係課・室と通学路安

全対策調整会議を開催し、改善箇所の精査や事業費の積算等を検討した。改善箇所の選定にあたって

は、市ＰＴＡ連合会からの「危険箇所改善要望」を基本として、各小学校が改善を要望している４３箇所に

ついて、教育長をはじめ、教育委員会職員で、現地調査を行い、その危険性や改善内容等について確認

した。通学路安全対策調整会議では、市が管理している道路等の中で緊急に実施すべき１０箇所、国、県、

市、学校、警察などが連携して実施した「通学路における緊急合同点検」における本市が所管する危険箇

所対策として３箇所、上尾道路開通に伴う通学区域の変更に伴う対策として１箇所の１４箇所を決定し、

通学路安全対策事業として平成２５年度当初予算に計上した。 

 

○平成２４年に要望された市ＰＴＡ連合会からの要望に対する進捗について 

（学校教育部長 答弁） 

平成２４年度に市ＰＴＡ連合会から２１７箇所の「危険箇所改善要望」が自治振興課に提出され、改善

要望箇所について、それぞれの担当課等において検討し、回答しているところである。この２１７箇所のうち、

１３４箇所については、国、県、埼玉県公安委員会などに改善を要望する箇所である。それ以外の８３箇所

は、市として改善策を検討した箇所であり、道路の幅員が不足しているなど、改善が困難とされる箇所が１

０箇所となっている。この改善が困難な箇所を除き、市としては、２２箇所の改善を実施する。 

 

○昨年度からの通学路安全対策予算の変動について 

（学校教育部長 答弁） 

通学路の安全対策予算については、道路修繕の予算では通学路費用として特段設けておらず、道路

修繕費用の一部を使用し実施している。また、交通安全施設整備の予算においても通学路費用として計

上がなされていないことから、道路修繕費用と同様に一部を使用し実施している状況である。本年度も、ほ

ぼ同水準で、大きな変動はない。なお、教育委員会では本年度、新たに「通学路安全対策事業」として予

算計上をしたので、通学路安全対策予算は、全体としては、増額となる。 
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○部門間の横断的な取組結果について 

（学校教育部長 答弁） 

昨年度から教育委員会の学校保健課が中心となり、交通安全や道路整備担当などの各担当課との

様々な視点による総合的な協議を進め、改善策の実施について、取り組んでいるところである。 

 

児童生徒の安全教育 

○ＰＴＡが作成した通学路安全マップの活用について 

（学校教育部長 答弁） 

通学路安全マップは、学区内における交通上及び防犯上の注意箇所、不審者情報、「子ども１１０番の

家」の在所等を掲載し、児童生徒及び保護者に注意喚起を促すためのものである。教職員、ＰＴＡの方々、

スク－ルガ－ド・リ－ダ－や防犯ボランティアによる立哨指導や通学路安全点検、学校安全パトロ－ルカ－で

の校区内パトロ－ルなどで得られた情報を集約することにより、毎年、見直しを行い、情報を更新し、年度当

初に各家庭に配布して、交通安全の啓発に努めている。各学校においては、このマップを活用し、児童生徒

の安全指導や登下校時の見守り活動、学校安全パトロ－ルカ－のル－ト決定等に生かしている。 

 

○登下校時の交通安全について 

（学校教育部長 答弁） 

現在、各地区の防犯ボランティアの方々をはじめ、スク－ルガ－ド・リ－ダ－、学校応援団、ＰＴＡの方々な

ど多くの皆様のご協力により、登下校時の立哨や見守り活動が行われることを通して、児童生徒の交通事故

防止を図っているところである。このように、各学校や地域においては、立哨や見守り活動が定着してきている

が、一層充実して行うためにも実践例を紹介するなど、情報の共有化を進めていきたいと考えている。 

 

今後の通学路安全対策の取組について 

○通学路安全対策予算の今後について 

（学校教育部長 答弁） 

平成２５年度版行財政３か年実施計画の中で通学路安全対策事業は、継続するという位置づけにしてい

る。引き続き、児童生徒の登下校時の安全確保に努めていきたいと考えている。 

 

【再質問】本年度、教育委員会メンバ－及び教育長は、何回危険箇所の現場に行く計画か 

（教育長 答弁） 

今年度の現場確認の回数については、通学路安全対策調整会議で、箇所数や日程を協議・決定するの

で、その結果を受けて、考えていきたい。 
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【再質問】国の平成２５年度予算を受けて、上尾市での新たな取組について 

（学校教育部長 答弁） 

国の平成２５年度予算における通学路の安全に関する交付金等については、「ゾ－ン３０事業」、「通学路

安全対策アドバイザ－を派遣する通学路安全推進事業」、「防災・安全交付金」がある。ゾ－ン３０事業の活

用については、市民安全課で今年度、取り組んでいるところである。通学路安全推進事業は、県からの通知

等がなかった。防災・安全交付金については、県への申請期限が、前年度の早い時期であったことや、補助

対象が大きな事業に限られることから、活用することが困難な状況である。 

 

【再質問】各ＰＴＡからは、通学路安全マップも教育委員会に提出されていますが、その公開につ
いて 

（学校教育部長 答弁） 

毎年、各小・中学校から提出される通学路安全マップについては、通学路に関係する課との危険箇所等

の情報共有のために活用をしているところである。また、今後については、各学校のホ－ムペ－ジ掲載等につ

いて検討していきたい。
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◆道下 文男 議員 

１ 未来の大切な子どもたちの希望を持てる上尾市へ 

(１) 貧困家庭の子どもの現状と課題・対策 

(２) 障がい児の現状と課題・対策 

(３) 在日外国人の子どもたちの現状と課題・対策 

未来の大切な子どもたちの希望を持てる上尾市へ 

○貧困家庭の子どもの現状と課題・対策 

（学校教育部長 答弁） 

本市では、経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対しては就学援助制度を設け、学用品

費、通学用品費などを援助している。本制度は、該当者の保護者に確実に周知することが大切なので、広く、

市広報や市ホ－ムペ－ジなどによる周知に努めるとともに、新１年生の保護者に対しては、小・中学校の入

学説明会において、学校を通じてお知らせをしている。平成２４年度には児童９３９人、生徒６４０人の保護者

に援助を行った。今後も就学援助制度の活用が十分図られるよう学校や保護者への情報提供に努め、すべ

ての児童生徒が経済的不安がなく学校に通えるよう支援を行っていく。 

 

○障がい児の現状と課題・対策 

（学校教育部長 答弁） 

本市では小学校９校、中学校４校の特別支援学級、小・中学校合わせて３校の通級指導教室を設け、特

別支援教育の推進を図っている。通常学級においても発達障害等の特別な教育的支援が必要な児童生徒

が在籍しているので、支援体制が重要である。本市では市独自にアッピ－スマイルサポ－タ－を配置し、児

童生徒の活動を支援しているところである。今後も、ノ－マライゼ－ションの理念に基づく教育を推進していく。 

 

○在日外国人の子どもたちの現状と課題・対策 

（学校教育部長 答弁） 

在日外国人の子どもについては、就学義務がないが、市では就学の願いが出された場合には、受け入れ

ており、平成２５年５月１日現在、市内の小・中学校では合計で計９２人の外国籍を持つ在日外国人の児童

生徒が学んでいる。この中には、日本語が理解できない児童生徒もいるので、日本語の習得の援助及び指

導を行えるよう日本語指導員を派遣している。 

 

【再質問】就学援助の周知内容と課題･対策 

（学校教育部長 答弁） 

周知内容は、就学援助が受けられる所得の目安などの条件や申請方法について記載してある。今後とも、

就学援助について､わかりやすい周知に努めていく。 
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【再質問】アッピ－スマイルサポ－タ－の配置数の現状と課題 

（学校教育部長 答弁） 

今年度、各学校からの配置申請は２８７人であった。教育センタ－の担当者がその状況を把握したところ、

学級担任や学年職員などで対応できるケ－スもあり、総合的に判断し、６月１日現在６６名の配置をしたとこ

ろである。その後、追加申請の要望もあるので、児童生徒の状況を把握した上で、適切な配置を図っていく。 

 

【再質問】日本語指導員の配置の現状と課題 

（学校教育部長 答弁） 

日本語指導員は、教員免許の所有者、もしくは外国語に堪能な方を採用し、授業では、内容を母国語に

置き換えて説明している。現在、日本語指導が必要な２１名の児童生徒に対して、１０名の日本語指導員を

配置しているが、日本語指導のできる日本語指導員の確保が課題となっている。
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〔平成２５年６月１２日（水曜日）〕 

◆橋北 富雄 議員 

１ 非核平和に向けた取組について   

 (１) 今年の展示物の内容、展示場所、時間帯について 

(２) 展示物を上尾の平和事業として借用してはどうか 

非核平和に向けた取組について  

○今年の展示物の内容、展示場所、時間帯について 

（企画財政部長 答弁） 

今年の非核平和パネル展の内容についてだが、広島、長崎での原爆被害の写真パネル展示、戦争被曝

体験のかたりべによるビデオ放送、過去に市が発行した「私の戦争体験」に掲載されたものから、３編の朗読

を録音したテ－プを流す戦争体験記、また憲法手帳を無料で配布する予定である。展示場所と時間帯など

日程については、原市公民館ホ－ルで８月２日から９日、大谷公民館ホ－ルで８月１０日から１６日まで、市

役所本庁舎１階市民ホ－ルで８月６日から１６日の３会場で開催する予定である。開催時間は、いずれも午

前８時３０分から午後５時まで、ただし原市公民館ホ－ルの最終日９日は、展示物移動のため正午までの予

定となっている。 

 

○今年の展示物の内容、展示場所、時間帯について 

（企画財政部長 答弁） 

一昨年は長崎原爆資料館から、昨年は広島平和記念資料館からパネルを借用し展示した。今年は、東

松山市にある埼玉県平和資料館から、「埼玉県下の空襲被害」と題した写真パネルと、「最後の空襲くまが

や」というアニメのビデオテ－プも借用し、市役所市民ホ－ルにて展示、上映する予定で進めているので、平

和祈念展示資料館からの借用については、今後の検討としたいと思う。また、平和祈念展示資料館に、小学

校や中学校の社会科見学として行くことについてだが、教育委員会では、社会科見学の行き先については、

各学校で、児童生徒の学習内容や発達段階を考慮して決定しているので、平和祈念展示資料館について

の情報を提供していく。戦争を風化させないためにも、今後も被曝や空襲の体験談などの記録を後世に引き

継ぎ、非核平和パネル展を継続して開催していく。
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◆清水 義憲 議員 

１ 教育問題について    

(１) 経済格差を教育格差にしないために 

 

教育問題について 

○経済格差を教育格差にしないために 

（学校教育部長 答弁） 

現在、経済的な理由により就学が困難となっている家庭も数多く見られ、経済格差が教育格差につなが

っているという指摘もある。市では、経済的な理由により就学が困難な家庭には、就学援助制度を活用でき

るように努めているところである。次に、「リタイヤした教員などの力を借りて、民間の学習塾に通えない子ども

たちのために、安価な学習塾のようなものを実施できないか」ということについてであるが、各学校では児童

生徒の様々な学習ニ－ズに応えるために、放課後や長期休業中に補充的な学習をしたり、定期テストの前

に補習を行っている。安価な学習塾のようなものの実施は、該当児童生徒が特定されないよう配慮しなけ

ればならないなどの課題もあるので、現段階での実施は難しいものと考えている。
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◆浦和 三郎 議員 

１ スポ－ツ振興について       

(１) 学校施設屋内・屋外運動場開放の目的   

(２) 学校施設開放の利用団体数  

(３) 利用施設（学校開放用トイレ）の設置年度 

(４) 学校開放施設等の管理運営 

(５) 平成２５年度予算と使途 

(６) 要望への対応 

(７) 今後の整備計画（修繕等） 

 

スポ－ツ振興について 

○学校施設屋内・屋外運動場開放の目的 

（教育総務部長 答弁） 

 学校施設屋内・屋外運動場の開放の目的であるが、市内のグラウンドや体育館などの公共運動施設の数

が限られていることから、市民のスポ－ツ及びレクリエ－ションを行う場所の確保を図り、スポ－ツ振興に寄与

することを目的として、学校教育に支障の生じない範囲内で屋内運動場や屋外運動場等の学校施設開放を

行っているところである。 

 

○学校施設屋内・屋外運動場開放の目的 

（教育総務部長 答弁） 

 開放施設を利用する団体については、平成２５年４月１日現在、全小中学校で約５３０団体ある。内訳とし

ては、屋外運動場を利用するソフトボ－ル、野球、サッカ－、グラウンドゴルフなどの団体が約２３０団体あり、

また、屋内運動場を利用するバレ－ボ－ルやバスケットボ－ル、空手や剣道などの団体が約３００団体ある。 

 

○利用施設（学校開放用トイレ）の設置年度 

（教育総務部長 答弁） 

 学校開放用トイレの設置年度については、昭和５２年度から５５年度にかけて設置したものが２４棟、平成元

年度から３年度までに設置したものが３棟、その他学校と共用の施設として設置したものが６棟である。最近

では、富士見小学校が平成２３年度の校舎の建替えに伴い、学校施設の一部に設置した。 

 

○学校開放施設等の管理運営 

（教育総務部長 答弁） 

 学校施設開放に伴う施設の管理運営についてであるが、開放施設を利用する団体は、その団体の中から

会場責任者を教育委員会に登録することとなっている。利用団体は、使用後のグラウンド整備や体育館、開

放用トイレ・倉庫等の清掃や点検、開放用備品の整理などを会場責任者の指示のもと行うこととなっている。 
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○平成２５年度予算と使途 

（教育総務部長 答弁） 

 学校施設開放に係る平成２５年度予算であるが、総額で４３５万７千円で、内訳としては、トイレ・夜間照明

施設等の修繕費に１３９万８千円、夜間照明施設や浄化槽等の管理委託料に６５万円、各学校施設開放運

営委員会に対する交付金３３校で１６５万円のほか消耗品や光熱水費等である。 

 

 

○要望への対応 

（教育総務部長 答弁） 

 学校施設開放に関する要望であるが、これまでもトイレの便器や扉、照明等の修繕要望が最も多く寄せら

れており、毎年予算の範囲内で対応しているところである。また、平成２３年度には、学校施設開放運営委員

会に対し、アンケ－トを行ったところ小学校１８校、中学校８校からトイレの整備が必要との回答があった。 

 

 

○今後の整備計画（修繕等） 

（教育総務部長 答弁） 

 学校開放用トイレの整備については、富士見小学校と同様に上尾中学校でも校舎や体育館の改築に合わ

せ、学校施設の一部に開放用トイレの整備を行う事が出来るよう調整を図っているところである。また、他の

学校についても、経年劣化や実態を踏まえ、今後改修を行えるよう計画、検討していきたいと考えている。 
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◆池野 耕司 議員 

１ 生涯学習について   

(１) 生涯学習基本計画の策定当初から、これまでの進捗状況、成果、及び課題について  

(２) 家庭教育への支援及び情報提供について  

(３) まなびすと指導者制度の登録者の現状及び活動状況について 

(４) 生涯学習に携わる職員の人的体制及び養成について 

(５) 「子ども大学あげお・いな・おけがわ」について 

２ 子どもの読書活動について  

  (１) 子どもの読書活動支援センタ－について 

 (２) ブックスタ－ト事業について 

３ 読書活動の現状について   

(１) 上尾市における過去３年間の児童生徒１人当たりの１日の平均読書時間と読書活動の取組  

(２) 子どもが読書に興味を持つように優れた取組を行っている優秀実践校  

(３) 学校における図書館の読書環境の整備 

生涯学習について 

○生涯学習基本計画の策定当初から、これまでの進捗状況、成果、及び課題について 

（教育総務部長 答弁） 

第１次生涯学習基本構想・基本計画の策定当初から、これまでの進捗状況、成果、及び課題について

お答えする。第１次生涯学習基本構想・基本計画が策定された平成５年度には、上尾市の公民館６館が

すべて整備され、以降生涯学習課と公民館が中心となって、学習機会の提供、学習グル－プの支援、指

導者の育成、拠点施設の充実に取り組んできた。その結果、学習機会の提供の分野では、公民館で生涯

学習に関する世論調査などを参考に、市民ニ－ズの高い、健康づくり、文化・芸術、文学・歴史などの講座

を実施してきたほか、地域性のある講座や人権講座など幅広い事業を行ってきた。生涯学習グル－プの支

援の分野では、自主活動を促進してきたことにより、現在、公民館を中心に１３００件の団体登録をいただい

ている。また、まなびすと指導者バンクの運営など指導者の育成、学校開放事業の運営による生涯学習の

拠点施設の充実を図ってきた。今後の課題については、市民の様々な年齢層に対する学習情報や社会的

要請を含めた学習機会の提供の充実が重要であると考えている。 

 

 
○家庭教育への支援及び情報提供について 

（教育総務部長 答弁） 

教育委員会では、保護者に対する家庭教育の支援や情報提供を行うため、家庭教育推進事業を実施

している。この事業では、市ＰＴＡ連合会との共催で実施する家庭教育講演会、市ＰＴＡ連合会と連携して

行っている家庭教育行動指針の啓発活動、幼稚園の保護者会を対象に家庭教育学級を実施している。こ

のうち家庭教育行動指針は、子どもたちに「あいさつをしましょう」「家の仕事をしましょう」というテ－マで目標

を持つことを呼びかけ、これに保護者とともに取り組むことで家庭の教育力の向上を目指している。また、埼

玉県が推進している「親の学習プログラム」や「家庭教育アドバイザ－制度」について、学校やＰＴＡに情報提

供を行っている。 
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○まなびすと指導者制度の登録者の現状及び活動状況について 

（教育総務部長 答弁） 

まなびすと指導者バンクの登録者数は、現在８５人となっている。登録者の皆さんには、市内の小中学校、

ＰＴＡ、市民グル－プからの依頼を受けて指導にあたっているほか、公民館講座の講師としてもご活躍いた

だいている。特徴的な事業としては、登録者の有志で組織している「まなびすと指導者バンク活動推進会

議」による、学校開放施設を利用した市民講座事業を実施している。昨年度は５１講座、延べ６１７人の参

加があった。 

 

 

○生涯学習に携わる職員の人的体制及び養成について 

（教育総務部長 答弁） 

指摘のように、生涯学習や社会教育に携わる職員については、広範な学習課題に対応する企画力と共

に、市民との協働や生涯学習によるまちづくりを積極的に進めていく発想力が必要である。このことを踏まえ、

職員の能力開発に努めるとともに、社会教育主事の養成を進めていきたいと考えている。 

 

 

○「子ども大学あげお・いな・おけがわ」について 

（教育総務部長 答弁） 

子ども大学あげお・いな・おけがわは、平成２３年度から聖学院大学、日本薬科大学の２大学と上尾市、

桶川市、伊奈町等が実行委員会を組織して実施している事業である。この事業では、聖学院大学の「英語

で学ぼう！アメリカやイギリスの習慣」、日本薬科大学の「植物のチカラ くすりとくらし」など、各大学の特徴を

生かし、普段体験できない講義や実験等などが盛り込まれており、参加者の満足度も非常に高く、今後も継

続して欲しいという意見をいただいている。なお、この事業には２年間で延べ４８８人の子どもたちの参加があ

った。 

 

 

子どもの読書活動について 

○子どもの読書活動支援センタ－について 

（教育総務部長 答弁） 

同センタ－は昨年７月、図書館機能の一部として富士見小学校内に開設し、家庭や学校への読書活動

支援、読み聞かせボランティアの養成や活動の支援、子ども向けの読書に関するイベントの開催などの事業

を展開している。昨年度は、読み聞かせボランティアの養成講座に重点を置き、２１回開催した。養成講座

を修了したボランティアは、小学校に出向いて朝読書や授業の中で、本の読み聞かせや本の紹介などを行

い、読書の楽しさを伝えている。また、保育所や幼稚園の要望に基づき、お話会や絵本シアタ－なども実施

している。本年度からは、市内全小中学校で「読み物セット」を巡回させる「あっぴぃ ぶっくるセット本」の事

業を行っています。本を巡回させることで、児童生徒が学校や学校図書館で常に新しい本を手に取り、本を

読む楽しさに触れる機会を増やすものと考えている。今後も、家庭・地域・学校と連携し、子どもたちにとって

魅力ある事業を進めていく。 
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○ブックスタ－ト事業について 

（教育総務部長 答弁） 

ブックスタ－ト事業は、平成２０年８月から４ヶ月児健診受診の際に、絵本２冊と、おすすめ絵本のリスト、

おはなし会の案内を手渡し、会場で保護者も一緒に絵本の読み聞かせをしている。平成２４年度は１，６２６

人の赤ちゃん全てに手渡すことができた。健診日に受診されなかった赤ちゃんには後日、図書館、保健セン

タ－で絵本をお渡ししている。ブックスタ－トをきっかけに、図書館で開催する「赤ちゃんおはなし会」や「絵本

の時間」に参加する親子も多く、親子の関わりを深めることにつながる事業となっている。 

 

読書活動の現状について 

○上尾市における過去３年間の児童生徒１人当たりの１日の平均読書時間と読書活動の取組 

（学校教育部長 答弁） 

「児童生徒１人当たりの１日の平均読書時間」であるが、上尾市立小・中学校学力調査の中の生活アン

ケ－トによると、小学校６年生では、平成２２年度が４０分、２３年度が３９分、２４年度が４３分となっている。

中学校３年生では、平成２２年度が３２分、２３年度が３３分、２４年度が３２分となっている。次に、「読書活

動の取組について」であるが、本市では、市内全ての小・中学校が朝読書等、全校一斉の読書の時間を設

け、本に親しみ、読書の習慣化を図っている。また、読書週間や読書月間に、校長や教員が、子どもたちに

薦める本を 紹介するなどの取組も行っている。特に、４月２３日の「子ども読書の日」には、読書集会や朗読

劇、紙芝居や大型絵本の読み聞かせ等、読書への啓発活動を推進しているところである。さらに、各小学

校では、学校図書館支援員や学校応援団等のボランティアによる読み聞かせを実施し、子どもたちの読書

意欲を高める取組に努めている。 

 

 

○子どもが読書に興味を持つように優れた取組を行っている優秀実践校 

（学校教育部長 答弁） 

各学校では、先程申し上げたような、様々な工夫ある取組を行っている。特に、文部科学省から 「読書

活動優秀実践校」として３校が表彰されている。平成１５年度は、先進的に保護者ボランティアの読み聞か

せや朝の読書タイムを推進した上尾小学校。１８年度は、読書活動を各教科で取組、年間指導計画にも位

置づけた瓦葺中学校。２３年度は、子どもが読書に親しむ環境づくりを推進した富士見小学校が、表彰を受

けている。それぞれの取組については、市内各学校に広めてきたところである。 

 

 

○学校における図書館の読書環境の整備 

（学校教育部長 答弁） 

学校図書館の整備については、平成１５年度に小・中学校にエアコンが整備され、夏季・冬季休業中にも

開館し、子どもたちが、快適な環境で読書することができた。また、昨年度からは、電子台帳化により図書の

貸し出しと返却もスム－ズにできるようになった。さらに、学校図書館支援員が配置されたことにより、時節に

あわせた図書の紹介や掲示物の整備が充実し、子どもたちにとって読書に親しみやすい環境が整ったところ

である。
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〔平成２５年３月１３日（水曜日）〕 

◆星野 良行 議員 

１ 円安がもたらす、行財政並びに市民への影響について   

(１) 給食費の概要、推移について  

(２) 県内の給食費の状況について  

(３) 過去に食材価格の上昇があった時、どのような対応をし、どのような方法で値上げを回避してきた

か 

(４) 今般の食材価格の対応。どのように予想しているか 

(５) 給食費の値上げを検討しているか 

(６) 値上げする場合の告知方法について 

２ 公民館の設備・機器の保守並びに管理について   

(１) 公民館の設備の更新時期の基準について  

(２) 公民館の機器の保守管理について 

円安がもたらす、行財政並びに市民への影響について 

○給食費の概要、推移について 

（学校教育部長 答弁） 

小学校の給食は、自校式で昭和３１年９月に上尾小学校から始まり、昭和５４年４月以降、市内２２校で

実施されている。小学校給食では、消費税率の引き上げや食材の値上がりを受けて、平成１０年４月から月

額３６００円から現在の３９００円に給食費を改定し、１食単価２３０円で実施しているところである。中学校給

食は、平成５年１月から始まり、共同調理場と自校調理場の２箇所で調理を行う、調理形態で実施している。

給食費は４５００円で、１食単価２７０円である。 

 

○県内の給食費の状況について 

（学校教育部長 答弁） 

埼玉県が昨年度調査した結果によると、県内市町村の小学校における給食費は、３５００円から４２００円

で、平均額は３８４０円となっている。中学校は、４２００円から４９０９円で、平均額は、４５４９円である。 

 
 
○過去に食材価格の上昇があった時、どのような対応をし、どのような方法で値上げを回避してき

たか 
（学校教育部長 答弁） 

子どもたちに安心で安全な給食提供に取り組んでいることから、食材価格の上昇があった場合でも、栄養

価等の食事摂取基準を維持しつつ、予算に見合う食材に変更することや包装費の削減などで対応してきた。 

 

○今般の食材価格の対応。どのように予想しているか 

（学校教育部長 答弁） 

食材納入業者からの見積もり価格の推移をみますと、油、肉、パン、牛乳などが上昇傾向にあるので、今

後の食材価格の動向に注視していく必要がある。 
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○給食費の値上げを検討しているか 

（学校教育部長 答弁） 

来年度の消費税の引き上げや円高による食材の高騰、他市の動向を考慮して、学校給食運営委員会

や物資委員会・献立委員会に諮り、検討していきたいと考えている。 

 

 

○値上げする場合の告知方法について 

（学校教育部長 答弁） 

給食費を値上げする場合は、各家庭に学校を通して通知するとともに、各学校の学校だよりや広報あげ

お、ホ－ムペ－ジ等を利用して、周知を図っていきたいと考えている 

 

 

【再質問】県内他市町村の給食費値上げの動向について 

（学校教育部長 答弁） 

平成２５年５月現在で県内４０市を調査した結果によると、消費税の引き上げに伴う値上げを検討してい

る市は２７市である。 

 

 

【再質問】間違いなく給食食材の価格上昇はあると思われるが、消費税を含め具体的な方策はあ
るか 

（学校教育部長 答弁） 

学校給食は、文部科学大臣が定めた学校給食実施基準に必要な栄養量が示されているので、分量を

減らして調整することはない。安全面に配慮しながら、更に食材単価を抑えていくことなどが考えられる。消

費税の引き上げに伴う価格上昇や、気候の影響による食材価格の変動に対応しながら、安全でおいしい給

食を提供していく。 

 

 

【再質問】値上げの検討について、各委員会に諮る以前の課内での検討について 

（学校教育部長 答弁） 

給食費の値上げについては、他市の動向等を踏まえ、課内で十分検討し、各委員会に提示していきたい

と考えている。 
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公民館の設備・機器の保守並びに管理について 

○公民館の設備の更新時期の基準について 

（教育総務部長 答弁） 

上尾市の公民館については、文化センタ－に併設されている上尾公民館を除いて、昭和６０年から平成

５年にかけて建設されたもので、建設から２０年以上経過しており、設備によっては更新時期を迎えている。

その安全性については、建築基準法に基づいた、建築物等の定期検査を実施するなど、常に注意を払い

運営を行っているところである。特に空調機・電気設備・消防設備・エレベ－タなどについては、保守点検を、

専門的知識を持つ者に委託して定期的に実施している。こうした中で、空調設備などを中心に、老朽化に

伴う故障が比較的多く発生しているが、これらについては迅速に修繕を行って、利用者の皆さんが快適に利

用できるように努力している。応急措置としての修繕では、対応の難しい設備については、緊急性や必要性

の高いものから、適宜予算化を行い、更新を実施している。最近では、平成２１年度に大谷公民館の空調

設備更新のための大規模な改修工事を実施してきたところである。 

 

 

○公民館の設備の更新時期の基準について 

（教育総務部長 答弁） 

公民館機器の保守管理については、基本的に公民館職員による日常点検により保守管理を行っている。

また、公民館利用者の皆さんには、利用の直後に利用報告書をご提出いただいており、その際に支障があれ

ば、報告いただけるような体制となっている。こうした日頃からの点検や利用者の皆さんからの報告に基づき、

施設の更新と同様、緊急性の高いものから適宜修繕を行っている。教育委員会としては、利用者の皆さんが、

安全かつ快適に公民館をご利用いただけるよう、今後も設備の更新や機器の点検に努めていく。 
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◆鈴木 茂 議員 

１ 不登校対策について 【学校教育部長答弁】 

(１) 上尾市の不登校数と主な要因  

(２) 不登校対策  

(３) 不登校生徒の中学校卒業後の対策 

(４) 不登校児童生徒の居場所の確保 

(５) 大学と連携した不登校対策のボランティア活動の推進 

不登校対策について 

○上尾市の不登校数と主な要因 

（学校教育部長 答弁） 

文部科学省における「不登校」の定義は、「何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景

により、登校しないあるいはしたくてもできない状況にあるために、年間３０日以上欠席した者のうち、病気や

経済的な理由による者を除いたもの」となっている。本市の平成２４年度の不登校数は、小学生２６名、中

学生１０１名である。その主な要因は、「不安などの情緒的混乱」「無気力」「家庭環境」等によるものがある。 

 

○不登校対策 

（学校教育部長 答弁） 

上尾市教育委員会では、平成１８年度から、埼玉県の「総合的な不登校対策」の策定を受け、「総合的な

不登校対策支援プロジェクト」を編制し、対策に取り組んでいるところである。各学校においては、校長を中心

に、生徒指導委員会や教育相談部会において、児童生徒の欠席状況や家庭での様子等、情報交換をもと

に、関係機関と連携しながら、組織的に不登校の早期発見・早期対応に努めているところである。なお、教育

センタ－では、不登校問題などを解決するため、電話相談、来所相談、電子メ－ルによる相談を行っている。

また、本年度、スク－ルソ－シャルワ－カ－１名を増員し、きめの細かい支援や指導を行っている。学校復帰

を目指す児童生徒が通級する「学校適応指導教室」では、一人一人の課題を明確にし、学校やさわやか相

談室と連携して、指導・支援を行っている。 

 

○不登校生徒の中学校卒業後の対策 

（学校教育部長 答弁） 

各学校や教育センタ－では、卒業後も本人や保護者、進学先の学校等から相談があった場合には、相

談に応じている。 

 

 

 

○不登校児童生徒の居場所の確保 

（学校教育部長 答弁） 

上尾市においては、不登校児童生徒が学校復帰を目指す場所として、教育センタ－の適応指導教室が中

心的な役割を担っている。 

 

 

 

 



-19‐ 

○大学と連携した不登校対策のボランティア活動の推進 

（学校教育部長 答弁） 

教育センタ－では、聖学院大学をはじめとする大学生を対象に、学習支援ボランティアを募集し適応指

導教室に通う子どもたちへの学習支援を行っている。また、さわやか相談室には、埼玉県教育委員会から、

スチュ－デントサポ－タ－として大学生が配置されている。 

 

 

【再質問】さわやか相談室とさわやか相談室相談員の充実 

（学校教育部長 答弁） 

さわやか相談室は、教育センタ－と緊密な連携を図り、生徒が日常的に抱える悩みについて生徒や保護

者、教員からの相談を受け、支援を行っている。さわやか相談員については、特に資格はない。面接等をと

おして、相談業務の実績や経歴を考慮し、生徒や保護者の気持ちに寄り添って、不安や悩みを聞いてくれ

る方を、採用している。教育センタ－では、さわやか相談員に対して、教育心理専門員等を講師とした、事

例研究や面接演習等の研修会を行い、資質の向上を図っている。また、さわやか相談室には、スク－ルカ

ウンセラ－が配置され、専門的な視点から支援をおこなっている。 

 

 

【再質問】統計上、不登校として数に表れない、実際に教室に入れない児童生徒はいるか 

（学校教育部長 答弁） 

不登校児童生徒には、学校復帰を目指し、学校や教育センタ－において、支援・指導をしているところであ

るが、学校には登校しても、中にはスム－ズに教室に入れず、保健室やさわやか相談室に登校している児童

生徒もいる。
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◆平田 通子 議員 

１ 原市の古代蓮支援について  

(１) 原市小・原市南小でどんなことをしているのか？教育的効果は？ 

原市の古代蓮支援について 

○原市小・原市南小でどんなことをしているのか？教育的効果は？ 

（環境経済部長 答弁） 

原市小学校と原市南小学校の両校では、総合的な学習の時間で、原市沼の「生き物探し」や「古代蓮の

観察」をとおし、原市沼の自然にふれ、身近にある自然を大切にする心や態度を養っている。 

 

 

【再質問】環境教育として、学校で教材としてほしい。公民館で観察会など企画してください。 

（環境経済部長 答弁） 

環境教育の教材は、地域や児童生徒の実態に応じて、各学校で決めている。原市小学校と原市南小学

校では、原市沼や古代蓮をはじめ、地域にある身近な自然を、教材として取り扱っているところである。また、

原市沼や古代蓮については、指摘のとおり地域の歴史や自然を語る上で、重要な資源と考えている。公民

館等では、地域に関する学習をテ－マにした講座などで機会をみつけながら、取り上げていきたいと考えて

いる。
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◆伊藤 美佐子 議員 

１ 学校給食について 【学校教育部長答弁】 

(１) 学校給食会について  

上尾市の給食食材の調達について  

上尾市学校給食会の運営内容について 

(２) 学校給食費について 

給食費の未納分の補てん及び、給食はどのように工夫しているか 

給食費を公会計にすることについて 

(３) 給食調理室へのエアコン設置について 

給食調理室の安全面、調理員の健康面からエアコンの設置について 

調理員の中で調理師免許保有者数及び調理師免許取得の条件について 

２ 非正規職員の現状について 【総務部長答弁】 

(１) 非正規職員の担当部署について 

学校給食会について 

○上尾市の給食食材の調達について  

（学校教育部長 答弁） 

本市の小学校では、大量に一括購入することができる肉や魚及び加工食品などについては、共同購入と

し、複数の業者から提出された食材のサンプル及び見積書を物資委員会において、品質・安全性・価格等

を考慮し、選定して食材を調達している。なお、生鮮類である野菜や卵などの食材については、各学校単位

で納入業者と契約して市場に流通している食材を調達している。中学校では、共同調理場方式で行ってい

ることから、調達については、物資部会で品質・安全性・価格等を考慮し、選定している。 

 

○上尾市学校給食会の運営内容について 

（学校教育部長 答弁） 

上尾市学校給食会は、学校長、教頭、給食主任、栄養士、給食調理員、ＰＴＡ代表などで組織している。

小学校及び中学校、それぞれに、給食運営委員会を設置し、献立委員会、物資委員会、指導委員会の専

門委員会で組織され、学校給食を適正かつ効果的に運営している。 

 

学校給食費について 

○給食費の未納分の補てん及び、給食はどのように工夫しているか  

（学校教育部長 答弁） 

給食費の未納分については、年度末決算としているので、日々の給食には支障がないように努めていると

ころである。また、給食食材の調達で、栄養価等の食事摂取基準を維持し、予算に見合う食材にすることや

包装費の削減などで対応している。 
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○給食費を公会計にすることについて 

（学校教育部長 答弁） 

県内の学校を公会計としている自治体は、センタ－方式のみが９市、自校方式とセンタ－方式では４市で、

自校方式のみで公会計としている市はない。小・中学校給食の運営を私会計から公会計にして、市が滞納

対策を行うことについては、全校の給食費の管理や徴収するための体制を整備するなど、組織の見直しを

する必要があることから、現状では、困難と考えている。 

 

給食調理室へのエアコン設置について 

○給食調理室の安全面、調理員の健康面からエアコンの設置について  

（学校教育部長 答弁） 

夏季は、給食室の気温が高くなるため、こまめな水分補給や研修会等で熱中症対策の研修をするなど

啓発に努めているところである。また、校舎の耐震化促進とトイレ改修が平成２５年度に目途がつくことから、

今後は建物の長寿命化対策として大規模改造計画を検討しているところである。大規模改造工事は、費用

面や工事内容のボリュ－ムが大きいことから、中長期的な計画となるが、この中で給食室のドライ化工事に

併せて、エアコンの設置を検討していきたいと思う。 

 

○調理員の中で調理師免許保有者数及び調理師免許取得の条件について 

（学校教育部長 答弁） 

現在、給食調理員の調理師免許保有者は、正規給食調理員は４４名中、調理師免許保有者は、３３名、

栄養士免許保有者は９名、嘱託給食調理員は３８名中、調理師免許保有者は、１７名、栄養士免許保有

者は１名、臨時給食調理員は２７名中、調理師免許保有者は、６名、栄養士免許保有者は、３名となる。

調理師免許取得の条件については、埼玉県では、週４日以上かつ１日６時間以上で２年以上調理業務に

従事したものとなっている。 

 

非正規職員の現状について 

○非正規職員の担当部署について  

（総務部長 答弁） 

嘱託給食調理員は学校保健課、非常勤嘱託職員及び産休代替等臨時職員は職員課、その他の臨時職

員は各担当課が行っている。伊藤議員さんからは「学校給食調理員は学校保健課が担当しているが、教育

委員会の総務課が担当するべき」という指摘があったが、嘱託給食調理員及び臨時職員については、雇用

の必要性や適した人材の雇用などを担当課が一番よく把握していることから、人事管理を学校保健課が行っ

ている状況である。
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◆秋山 かほる 議員 

１ 市の児童虐待防止政策について   

(１) 学校での保護者の対応について 

市の児童虐待防止政策について 

○学校での保護者の対応について 

（環境経済部長答弁） 

学校では、日本語が理解できない外国籍を持つ在日外国人の児童生徒に対して、日本語の習得の援

助及び指導を行えるよう、日本語指導員を派遣している。この日本語指導員にも協力を得ながら、保護者

の相談にのるなど、対応をしている。 

 


